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１　原産地表示の取組状況

○　原産地表示を行っている事業者のメニューについて表示している割合をみると、全体的には低い傾向にあるが、
メニュー数が少なく、使用原材料の種類も少ないファストフードの中には高いところもみられる。

○　表示方法としては、原材料の種類毎に産地を表示するもの、主な原材料について産地をメニューに表示するも
のに大別される。

資料：（社）日本フードサービス協会調べ
注１：平成16年11月のアンケート調査で「原産地表示を
行っている」と回答した企業を対象に調査。
注２：「表示の割合」は、全メニュー数に占める原産地が
表示されているメニューの割合。
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ファストフード Ａ社

○　原産地表示を行っているフードメニューの割合 ○　メニューブック等への原産地表示の事例



居酒屋 Ｂ社

ファミリーレストラン Ｃ社



事業所給食 Ｅ社　（食堂入口に掲示）

注：使用する生鮮農畜水産物について、産地を表示。

定食屋 Ｄ社　店頭ポスター
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２　主要国における外食の原産地の表示規制

○　ＥＵ及び主要６カ国を対象に外食における原産地表示の規制について調査したところ、各国・地域
ともに原産地表示を求める制度はない。

　

【　ＥＵ　】

【　イギリス　】

【　アメリカ　】 【オーストラリア】

【　ドイツ　】 【　フランス　】 【　イタリア　】

○　今回調査した対象地域及び国

注１：農林水産省調べ（平成１７年３月～４月調査）
注２：アメリカでは、メニュー等への効能表示（例：ローファット）に関する規制がある。
注３：ドイツでは、メニュー等への「添加物」、「有機」等に関する表示規制がある。


